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施設の管理運営に関する共通仕様書 

 

１ 目 的  

本書は、「中央公園等及び体育館・運動広場等指定管理者募集要項」を補完するものであり、指定管

理者が岸和田市中央公園・浜工業公園・南公園・野田公園・牛ノ口公園（以下「中央公園等」という）

及び岸和田市総合体育館（以下「総合体育館」という。）、岸和田市民体育館（以下「市民体育館」と

いう。）並びに岸和田市立運動広場及びテニスコート（以下「運動広場等」という。）を一体的かつ効

果的・効率的に管理運営業務を行うに当たり、市又は岸和田市教育委員会（以下「市側」という。）が

指定管理者に要求する管理運営の業務内容及び基準等を示すものである。 

 

２ 指定管理期間 

令和 8 年 4 月 1 日から令和 13 年 3月 31 日まで（5年間） 

 

３ 管理運営の基本方針 

（１）総合体育館の拠点機能 

総合体育館は、本市のスポーツ施策を展開する拠点施設として、全てのスポーツ施設を一元管理

するとともに、スポーツ情報の発信などを積極的に行うものとする。 

（２）市民満足度の向上 

利用者や広く市民を対象としたアンケートを行うなど、利用者の意見や要望を反映させ、市民満

足度の向上をさせるものとする。 

（３）経費の節減 

   効率的かつ効果的な管理運営を行い、経費の節減に努めるものとする。 

（４）協働 

地域に密着した施設として、地域住民や岸和田市スポーツ協会、岸和田市スポーツ少年団本部、

岸和田市スポーツ推進委員協議会、岸和田市スポーツリーダークラブ及び総合型地域スポーツクラ

ブ等（以下「スポーツ団体」という。）と指定管理者は連携、協力するものとする。 

（５）施設の予約 

   岸和田市公共施設予約システム（以下「予約システム」という。）に関する業務。  

予約システムに関連する機器等は、市側が無償で貸与する（現行はノートパソコン５台とその周

辺機器）。ただし、予約システムが使用できるのは令和９年１月まで。次期システムと関連する機器

等５台分についても引き続き市側が調達し無償で貸与する。次期システムへの移行については、指

定管理者と相談のうえ必要であれば、令和８年度中に現行の予約システムと２ヶ月程度の平行期間

を設けたうえで実施する。ただし、現行システムでは施設利用者の口座引落による使用料について

は、市側に歳入してから指定管理者へ口座振込していたが、次期システムから全ての収納事務につ

いて市側は関与しない。また次期システムからは施設利用者から要望の多いクレジットや電子決済

を導入する可能性があり、それに関連する事務についても指定管理者が行うこととする。 

業務の内容 

ア システムの登録・廃止・変更申請手続き等に係る業務 

イ スポーツ施設の抽選申込・利用申請等の受付と利用料金の収納及び不払い金の徴収 

    ウ 利用者からの問い合わせ（施設の空き状況・利用者登録内容の確認等）への応対 

    エ その他システムに関連する業務 

（６）利用調整 

   毎年 11月に市側及び各種団体と翌年の利用調整（施設の先押え）を実施すること。なお、市側が
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主催する事業を最優先とする。 

市民スポーツ大会開催のための会場確保について、大会開催の受託者と利用調整を行うこと。 

各施設の減免利用は令和６年度実績（別紙参照）をベースに前後５％までを許容範囲として利用

させること。 

 

４ 管理運営の体制 

（１） 責任者 

施設の管理運営に係る業務の適切な遂行及び総合的な把握及び調整を行うため、全ての施設を統

括する責任者を１名以上配置すること。 

 

（２） 職員 

① 施設管理担当職員 

施設を適切かつ安全に管理運営するため、施設管理運営職員を前記（１）の責任者を含めて資料

３「人員配置及び人件費積算基準」のとおり配置することを原則とするが、施設の管理運営が適切

に遂行されればこの限りではない。 

② 受付職員等 

利用受付及び利用方法の指導等の業務を適切に遂行するために必要な職員数を確保しなければ

ならない。 

なお、施設管理運営職員と受付職員等は、それぞれの職務に支障のない範囲内でこれを兼ねるこ

とができる。 

（３） 職員の研修 

   職員の資質の向上を図るため、研修を実施するとともに、施設の管理運営に必要な知識と技術の

習得に努めるものとする。 

 

５ 業務の基本方針 

指定管理者は、当該施設の施設等を利用し、業務の基準とする基本計画に基づき業務を実施するも

のとする。 

（１）業務の基準とする基本計画 

◇ みどりの基本計画 

平成 29 年度 3 月に策定した「岸和田市みどりの基本計画」の下記の基本方針に基づいた、管理

運営を行い市民の利用促進に努めること。 

ア みどりの保全 

拠点となるみどりを守る。 

イ みどりの創出 

身近なところでみどりをつくる。 

ウ みどりのつながり 

みどりをネットワーク化し、生態系をつなげる。 

  エ みどりの育成と活用 

    みどりを育て、楽しみつつ街の魅力を高める仕組みをつくる。 

  オ みどりの担い手づくり 

    ア～エを共通に支える。 

   ＊下記事項については、特に留意されたい。 

    ・市民ニーズの多様化に対応すること（施策 2.1.2） 

    ・健康的なライフスタイルに寄与すること（施策 2.1.3） 
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    ・防災機能の維持を図ること（施策 2.1.5） 

    ・温熱環境の軽減を図ること（施策 2.4.2） 

    ・市民参加によるみどりづくりの推進（施策 4.4.2） 

    ・緑化ボランティアの育成（施策 5.1.2） 

    ・次世代のみどりの担い手づくり（施策 5.1.3） 

◇ 岸和田市スポーツ推進計画 

平成 29 年度３月に策定し令和６年に改定した「岸和田市スポーツ推進計画」に基づき、下記の

施策の方向性に沿って管理運営を行い利用促進に努めること。 

ア スポーツ活動の推進 

地域におけるスポーツ推進の拠点として、多様化する市民ニーズに対応したスポーツ事業を企

画実施するなど地域スポーツ振興の重要な役割を果たすこと。 

イ スポーツ環境の整備 

市域におけるスポーツ施設の一元管理により、それぞれの施設の特性を活かした管理運営をす

るとともに、市民が安心・安全にスポーツに親しむことができるよう施設の維持管理に努めるこ

と。 

ウ スポーツ活力を活かした魅力の創造 

トップアスリートの招待や、大規模スポーツイベントの開催を契機に、スポーツを通じた岸和

田市の魅力を創造し、スポーツの持つ素晴らしさを体感できるよう努めること。 

（２）事業の実施 

① 指定管理者は、施設の有効利用や利用の促進のために必要と認める事業を自ら企画し、積極的に

実施するものとする。なお、事業を実施する場合は、施設の設置目的に応じて、これを充実・発展

させるよう努めるものとし、積極的な事業展開を図るものとする。 

また、多様なニーズに応えるため、ターゲットの拡大、エリアの拡大、事業収入の拡充を図るも

のとする。 

  ② 指定管理者は、市側が指定する内容の事業(以下「企画事業」という。)を市民のニーズ等を考慮

して、企画立案し行うものとする。 

③ 指定管理者は、事業収入の拡充のため、自主事業を行うことができる。 

④ 市民の平等な利用を確保しつつ、施設利用者の拡大を図るための広報活動及び事業の計画を行う

ものとする。 

（３）指定管理業務、企画事業、自主事業等における経費の負担の考え方について 

基準 事業の種類 主な内容 経費の負担 

岸和田市

みどりの

基本計画 

 

岸和田市

スポーツ

推進計画 

指定管理業務 

施設の維持管理、清掃、警備 

利用者への施設貸出 

・指定管理料及び利用料金 

市側が指定する教室事業等の企画実施 

（自主事業と区別し、「企画事業」という。） 

・指定管理料 

・企画事業収入を充当 

非指定管理業務 

（自主事業） 
指定管理者独自の提案による企画実施、レンタル物品等 

・自己の資金 

・自主事業収入を充当 

※非指定管理業務(自主事業)を実施する場合の施設使用料は利用料金制として取り扱う。また、告知

等で「広報きしわだ」に掲載する場合は、原則として費用は負担すること。 

 

６ 管理状況の把握と評価・監査 

（１）モニタリング 

市側は、施設の管理運営業務に関するモニタリングを次のとおり実施する。 
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① 定期モニタリング 

市側は、指定管理者の管理運営業務の実施状況が、市側の業務基準を満たし管理運営に係る基

本理念に沿ったサービスを提供できているか確認するため、指定管理者から提出された事業報告

書及び管理運営月報等により定期モニタリングを行う。 

② 随時モニタリング 

市側は、必要があると認めたときは、事前に指定管理者に通知したうえで施設の維持管理状況

及び経理状況に関し報告を求め、実地について調査する随時モニタリングを行う。 

③ モニタリングに対する協力 

指定管理者は、市側が定期モニタリング又は随時モニタリングを実施するに当たり、施設の管

理運営及び施設の現状等に関する資料作成及び実地調査等を求められた場合には、迅速かつ誠実

な対応を行うものとする。 

特に従業員の適性配置などについて、管理運営業務や事業実務業務に責任を持つ労働条件を確

保する必要があるため、市側及び市の指定管理審査委員会は、必要に応じて、労働条件の点検の

ため、個人への支払額及び労働条件、勤務の状況などの閲覧を求めることができる。 

④ 連絡調整会議 

指定管理者は、市側と毎月１回（又は必要に応じて） 連絡調整会議を行うものとする。出席者、

内容等については別途協議するものとする。 

⑤ 施設利用者に対するアンケート等の実施 

施設利用者の利便性の向上のため、施設利用者から施設利用満足度や意見等を聴取し、その結

果及び業務改善への反映状況について、市側に報告すること。指定管理者はこの他に、自主事業

参加者からもアンケートを行うことができる。 

⑥ 自己評価 

指定管理者は、上記⑤のアンケート等の結果及び利用実績等の分析により指定管理業務に関す

る自己評価を行うとともに、その対応策を事業報告書と併せて、市側へ報告するものとする。 

（２）監査の実施 

指定管理者は、地方自治法第 199 条第７項、第 252条の 37第４項、第 252 条の 42 第１項に基づき、

指定管理者が行う館の管理の業務に係る出納関連の事務について、必要に応じて監査委員、包括外部

監査人、個別外部監査人による監査を受けること。 

 

７ 施設の一部占用 

  市側は、指定管理者と協議し施設の一部を行政財産の目的外使用許可又は、倉庫や事務所として占

用することができる。 

 

８ 地域、スポーツ団体との連携 

市内の各地域において、地域団体、スポーツ団体との連携により、地域の活性化を図るものとする。 

① 地域団体との連携 

施設の維持管理は、地元住民に愛され、有効に活用してもらえるよう、地元町会等の協力を得

るなど積極的な連携を図るものとする。 

② スポーツ団体との連携 

スポーツ教室をはじめとしたソフト事業や事業実施において、スポーツ団体の人材やネットワ

ーク等の協力を得るなど積極的な連携を図るものとする。 
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９ 留意事項 

① 中央公園に令和 9年度から屋内プールを整備予定である。屋内プールの候補地に含まれる総合体 

育館の臨時駐車場は閉鎖するため、閉鎖期間、工事車両の通行及び駐車場の利用制限等については

市側と協議すること。 

② 屋内プール供用開始後は、既設の中央公園プールを閉鎖するため指定管理料から中央公園プー 

ルの運営・管理費と屋内プールの敷地面積（約 7,000ｍ2）分の維持管理費を除くものとする。 

また、屋内プールの整備・運営・維持管理は新たに事業者を公募するため、指定管理に含まないも

のとする。 

③ 供用開始後の臨時駐車場の管理は、別途協議とする。 

④ 野田公園内ある野田プールは指定管理対象施設ではないが指定管理期間中に解体する可能性があ 

る。解体するときは工事車両の通行及び駐車場の利用制限等について、市側と協議のうえ協力する

こと。 

⑤ 指定管理対象施設のうち社会体育施設については再編を検討中のため、指定管理期間中に施設数 

の増減が生じた場合は別途協議とする。 

 

 


